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議事（１）子ども・子育て支援事業計画の評価方法等について 

１．評価検討ワーキンググループの役割について 

①次世代育成支援行動計画（後期計画）の評価 

  平成 27年度第５回、６回の評価検討ワーキンググループで、計画策定時（平成 22年度）から平成 26

年度までの５か年度を振り返った総括評価を行った。 

 

②子ども・子育て支援事業計画の評価 

 

 

 

 

２．子ども・子育て支援事業計画とは 

  子ども・子育て支援法に基づく、５か年計画で、計画期間（平成 27年度～平成 31 年度）内における、

教育・保育、地域の子育て支援事業についてのニーズや供給体制を定めた需給計画となる。 

  子ども・子育て支援事業計画については、施策の実施状況等、西宮市子ども・子育て会議で進捗状況を報

告し、第三者的な立場から評価・意見・提言を受け、PDCA サイクルに基づいた計画の着実な推進を図る

こととしている。 

 

   ＜計画の全体像＞ 

 

 

  

資料１ 

２ 

平成 27 年３月策定から１年が経過し、計画の達成状況等について評価する。 

○教育・保育の量の見込み（ニーズ量）と確保方策  

 

○地域の子育て支援事業の見込み（ニーズ量）と確保方策  

   ①利用者支援事業  

   ②時間外保育事業  

   ③実費徴収に係る補足給付を行う事業  

   ④多様な主体の参入促進事業  

   ⑤放課後児童健全育成事業  

   ⑥子育て短期支援事業  

   ⑦乳児家庭全戸訪問事業  

   ⑧養育支援訪問事業・要保護児童等の支援に資する事業  

   ⑨地域子育て支援拠点事業  

   ⑩一時預かり事業  

   ⑪病児保育事業  

   ⑫子育て援助活動支援事業  

   ⑬妊婦に対して健康診査を実施する事業  
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３．国が示す計画の達成状況の点検及び評価の推奨 

  内閣府は「市町村及び都道府県は、各年度において、子ども・子育て支援事業計画に基づく施策の実施 

状況（教育・保育施設や地域型保育事業の認可等の状況を含む。）や、各事業に係る費用の使途実績等につ 

いて、子ども・子育て会議を活用し点検・評価を行うこと、また結果を公表するとともに、これに基づく対 

策を実施すること」としている。 

  評価内容については、「個別事業の進捗状況に加え、計画全体の成果についても点検・評価すること、利 

用者の視点に立った指標を設定し、点検及び評価を行い、施策の改善につなげていくこと」を望ましいとし、 

以下の評価項目を挙げている。 

  （例）・事業ごとの「確保方策」の進捗状況 

     ・計画の「量の見込み」と実際のニーズの乖離 

     ・質の向上の進捗状況 

     ・計画を実施するために必要な財源の確保状況等 

     ・計画全体の成果 

 

 

４．西宮市の評価方法（事務局案） 

① 事務局から、各事業の実績を踏まえ、「量」と「質」の両方の観点から自己評価を行った結果と、事業

の今後の方向性について報告する。 

  ＜量の確保＞計画値、需要に対する確保状況を評価する。評価指標は次の A～Eの５段階評価である。 

        

 

 

   

 

 

 

＜質の向上＞事業の質に対する取り組み状況を評価する。評価指標は次のa～e の５段階評価である。 

                

 

 

 

 

  

  A：計画以上に確保でき、需要に対し余裕がある 

  B：計画通り確保し、需要も満たしている 

  C：計画通り確保したが、需要を満たしていない 

  D：計画は達成していないが、需要は満たしている 

  E：計画を達成しておらず、需要も満たしていない 

 

  a：十分、向上できた 

  b：おおよそ向上できた 

    c：現状を維持 

    d：あまり向上できなかった 

  e：まったく向上できなかった 
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＜今後の対応＞自己評価を踏まえ、今後の方向性を次のⅠ～Ⅴの５段階評価で示す。 

         

  

 

 

 

 

 

 

② 事務局からの報告（①）を踏まえ、評価検討ワーキンググループで４段階評価により、事業の総合

的な評価を行う。 

        

 

 

 

 

 

 

 

５．今後のスケジュール 

 

  ○１０月２８日（金） 第７回評価検討ワーキンググループ 

           ～子ども・子育て支援事業計画各事業の評価～ 

教育・保育の量の見込み（ニーズ量）と確保方策 ④多様な主体の参入促進事業 

 ②時間外保育事業               ⑤放課後児童健全育成事業 

 ③実費徴収に係る補足事業           ⑪病児保育事業 

○１１月４日（金）  第８回評価検討ワーキンググループ 

           ～子ども・子育て支援事業計画各事業の評価～ 

 ①利用者支援事業              ⑨地域子育て支援拠点事業 

 ⑥子育て短期支援事業            ⑩一時預かり事業 

 ⑦乳児家庭全戸訪問事業           ⑫子育て援助活動支援事業 

⑧養育支援訪問事業・要保護児童等の支援に資する事業 ⑬妊婦に対して健康診査を実施する事業 

○１２月１９日（月） 第 1６回西宮市子ども・子育て会議 

           ～評価検討ワーキンググループの報告及び事業計画の評価～ 

 Ⅰ：現状のまま推進 

 Ⅱ：量の確保を改善し、推進 

 Ⅲ：質の向上を改善し、推進 

 Ⅳ：量の確保、質の向上共に改善し、推進 

 Ⅴ：事業の見直し 

 

 

 

  ◎：十分できている 

  ○：おおよそできている 

  △：あまりできていない 

  ×：まったくできていない 
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６．資料の見方 

 

２．所管課の評価と今後の対応

（１）自己評価

＜策定時の方向性＞

①量の確保

評価

基本型

C：計画通り
確保したが、
需要は満たし
ていない

特定型
B：計画通り
確保、需要も
満たしている

②質の向上

評価

基本型
ｂ：おおよそ
向上できた

特定型
ｂ：おおよそ
向上できた

（２）今後の対応

方向性

基本型
Ⅱ：量の確保
を改善し、推
進

特定型
Ⅲ：質の向上
を改善し、推
進

３．評価検討ワーキンググループの評価

評価 意見

事業開始にあたって、従事職員（子育てコンシェルジュ）の研修を実施
した。また特定型と連携し、情報収集や地域連携のための訪問を行っ
た。

子育てに関する情報を集約し、整理を行ったことにより、より細やかな
対応をすることができた。また、子育て関連施設について現地視察を行
うことにより、施設の現況把握に努め、相談業務に生かした。

内容

まずは未設置の地域において、事業の実施を進める。また、利用者及び
地域団体や関係機関等への事業周知を引き続き行うとともに、平成28年
４月から開設された母子保健型との連携を強化し、子育て世代包括支援
センター機能を充実させていく。

引き続き、子育てに関する情報を充実させていくと共に、平成28年度よ
り保健師を配置し、母子保健型・特定型それぞれの専門性を生かした利
用者支援事業を行う。

特定型

基本型

平成27年10月に子育て総合センター及び関西学院子どもセンターさぽさ
ぽの２か所で開設。しかし、２か所ではすべての地域に対応できず、ま
た計画値である４か所には達していない。

市役所１階に配置することにより、出生や転入手続きに関する窓口と連
携して、子育てに関する情報提供等を行うことができている。

実施内容・理由

実施内容・理由

【基本型】
　子育て家庭や妊娠している方が集まりやすい身近な場所である地域の子育てひろば(地域子育
て支援拠点事業）を中心に事業展開を進めていく。本計画期間内に、北部に1か所、南部は子育
て総合センターに加え、子育て総合センターより北の地域で１か所、南の地域で１か所、計4か
所での実施をめざす。また、実施にあたっては、情報共有・連絡体制の強化、マニュアル整備
等、事業拡大への基盤整備を進めていく。

【特定型】
　教育・保育に関する相談に応じるとともに、ニーズに合った保育サービスの情報提供を行う
ことで、保護者ニーズと保育サービスを結びつけ、それぞれのニーズに適したサービスの提供
を行う。

＜ポイント１＞ 

・計画策定時の確保方策に対する、「平成 27年度の実績値」 

・参考値として、「計画開始前の平成 26 年度の実績値」及び

「平成 27 年度・計画最終年度（平成 31年度）の計画値」 

＜ポイント２＞ 

財源確保状況として「平成 27 年度の決算額」 

＜ポイント４＞ 

各事業について、意見いただき、 

最終的に４段階にて評価していただく。 

＜ポイント３＞ 

・「量の確保」と「質の向上」の観点からの自己評価と、実施内容また評価理由 

・「今後の対応」は、平成 28 年度以降の事業の方向性、及びその予定 



議事（２）子ども・子育て支援事業計画の実績・評価

資料２ 
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担当課： 児童福祉施設整備課

保育幼稚園支援課

１．事業概要 保育幼稚園事業課

（１）事業内容 学校改革課

（２）計画値及び実績

○１号認定・２号認定（学校教育の利用希望）の量の見込み及び確保方策

○２号認定（学校教育の利用希望以外）の量の見込み及び確保方策

量の見込み（需要量）

確保方策（供給量）4月1日現在の入所児童数

※量の見込みにある平成27年度実績3,759人は実際に入所を希望された方の総数

○３号認定の量の見込み及び確保方策

0歳 1,2歳 0歳 1,2歳 0歳 1,2歳 0歳 1,2歳

― ― 489人 2,965人 604人 2,368人 626人 2,826人

467人 2,429人 458人 2,684人 604人 2,368人 626人 2,826人

特定教育・保育施設 459人 2,207人 434人 2,278人 465人 1,895人 479人 2,156人

特定地域型保育事業 8人 222人 24人 406人 139人 473人 147人 670人

607人 2,390人 ― ― ― ―

※量の見込みにある平成27年度実績489人、2,965人は実際に入所を希望された方の総数

定員

定員

　認定こども園、幼稚園、保育所、小規模保育等を利用する子供については、１号、２号、３号
と３つの認定区分を設けている。市町村が、保育の必要性の有無等の客観的基準に基づき認定
し、認定区分に基づく給付を支給する。
　１号認定：満３歳以上で、認定こども園や幼稚園で短時間の保育を希望する子供
    ２号認定：満３歳以上で、保護者の就労などによって保育の必要性の認定を受けた子供
    ３号認定：０歳から満３歳未満で保育の必要性の認定を受けた子供

H27 H31

計画値実績 計画値

3,759人 3,424人

3,424人3,635人

3,601人

3,601人

定員 3,370人 3,424人 ― ―

5,091人

H26

実績

H27

実績 計画値

― 2,888人 ― ―

― 2,888人 ― ―

― ― ― ―

H31

計画値

6,796人

H31

計画値

8,693人

7,144人

1,549人

1,910人

8,693人

3,602人

量の見込み
（需要量）

確保方策
（供給量）
5月1日現在の
在籍児童数

H27

計画値

9,394人

7,744人

1,650人

9,394人

2,988人

6,406人

―

実績

―

―

8,706人

合計

H26

実績

―

―

―

8,999人

―

―

―

3,466人

実績

H26

合計

確認を受けない幼稚園

量の見込み（需要量）

確保方策
（供給量）
4月1日現在の
入所児童数

特定教育・保育施設

確認を受けない幼稚園

2号認定
（学校教育の利用希望）

合計

1号認定

合計

特定教育・保育施設

2,704人

教育･保育の量の見込み及び確保方策       参考資料：ｐ.１～６ 
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（３）財源の確保状況

＜施設整備費＞

国県支出金

その他

一般財源

＜管理運営事業費＞

国県支出金

その他

一般財源

２．所管課の評価と今後の対応

（１）自己評価

（２）今後の対応

３．評価検討ワーキンググループの評価

財源内訳

354,477,000 国や県からの補助金

294,900,000 地方債

551,248,000 市の負担金

H27決算額 事業費（円） 備考

合計 1,200,625,000

Ⅱ：量の確保を改善し、
推進

評価

　特に、２号（学校教育の利用希望以外）及び３号認定の量について
は、今後３年間で約1,500人分の量の拡大が必要と考えるが、施設用
地の確保が困難な地域もあり、新たな手法による量の確保もあわせて
検討、推進していく予定としている。

意見

評価

E：計画を達成しておら
ず、需要も満たしていな
い

方向性

実施内容・理由

　１号認定及び２号認定（学校教育の利用希望）については、認定こ
ども園への移行が少ないこともあり、計画に達していないが、需要は
満たしている。
　２号認定（学校教育の利用希望以外）や３号認定については、新設
整備などにより計画値以上の供給量を確保したものの、実際の需要は
それを大きく上回り、待機児童数が増加する結果となった。
　また、施設に空きがあるものの、地域や年齢によっては待機児童が
おりアンマッチが生じていることや、小規模保育事業の卒園児の受入
先の確保などの課題もある。

内容

H27決算額 事業費（円） 備考

合計 9,897,063,228

財源内訳

3,144,843,200 国や県からの補助金

2,465,454,320 保育料・入園料等

4,286,765,708 市の負担金
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１．各提供区域での計画値及び実績

○１号認定・２号認定（学校教育の利用希望）の量の見込み及び確保方策

【北部】

【南部】

―

確認を受けない幼稚園 ― ― ― ―

定員

合計 ― 2,573人 ― ―

特定教育・保育施設 ― 2,573人 ―

3,161人

確認を受けない幼稚園 ― 6,252人 5,993人 4,803人

確保方策
5月1日現在の
在籍児童数

合計 8,302人 8,055人 8,671人 7,964人

特定教育・保育施設 ― 1,803人 2,678人

6,644人

2号認定
（学校教育の利用希望）

― ― 1,423人 1,320人

量の見込み

合計 ― ― 8,671人 7,964人

1号認定 ― ― 7,248人

H26 H27 H31

実績 実績 計画値 計画値

―

確認を受けない幼稚園 ― ― ― ―

定員

合計 ― 315人 ― ―

特定教育・保育施設 ― 315人 ―

441人

確認を受けない幼稚園 ― 544人 413人 288人

確保方策
5月1日現在の
在籍児童数

合計 697人 651人 723人 729人

特定教育・保育施設 ― 107人 310人

2号認定
（学校教育の利用希望）

― ― 227人 229人

量の見込み

合計 ― ― 723人 729人

1号認定 ― ― 496人

H26 H27 H31

実績 実績 計画値 計画値

500人

教育･保育の量の見込み及び確保方策 【参考】 
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○２号認定（学校教育の利用希望以外）の量の見込み及び確保方策

【北部】

【南部】

○３号認定の量の見込み及び確保方策

【北部】

0歳 1,2歳 0歳 1,2歳 0歳 1,2歳 0歳 1,2歳

― ― ― ― 38人 145人 38人 203人

28人 138人 28人 149人 38人 145人 38人 203人

特定教育・保育施設 28人 133人 25人 135人 30人 126人 30人 155人

特定地域型保育事業 0人 5人 3人 14人 8人 19人 8人 48人

38人 145人 ― ― ― ―

【南部】

0歳 1,2歳 0歳 1,2歳 0歳 1,2歳 0歳 1,2歳

― ― ― ― 566人 2,223人 588人 2,623人

439人 2,291人 430人 2,535人 566人 2,223人 588人 2,623人

特定教育・保育施設 431人 2,074人 409人 2,143人 435人 1,769人 449人 2,001人

特定地域型保育事業 8人 217人 21人 392人 131人 454人 139人 622人

569人 2,245人 ― ― ― ―

量の見込み

確保方策
4月1日現在の
入所児童数

合計

定員 2,540人

H27 H31

実績 実績 計画値 計画値

量の見込み

確保方策
4月1日現在の
入所児童数

合計

定員 164人

H26

H26 H27 H31

実績 実績 計画値 計画値

確保方策 4月1日現在の入所児童数 3,227人 3,384人 3,185人 3,242人

定員 3,131人 3,185人 ― ―

実績 計画値 計画値

量の見込み ― ― 3,185人 3,242人

定員 239人 239人 ― ―

H26 H27 H31

実績

量の見込み ― ― 239人 359人

確保方策 4月1日現在の入所児童数 239人 251人 239人 359人

H26 H27 H31

実績 実績 計画値 計画値
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２．保育所等待機児童数及び保育需要

【図表１：保育所等定員と待機児童数の推移】

【図表２：保育需要率及び幼稚園等入園率と就学前児童数等の推移】
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担当課： 子育て総合センター

保育入所課

（１）事業内容

（２）計画値及び実績

（単位：実施箇所数）

H26 H31

実績 実績 計画値 計画値

― ― 5か所 5か所

基本型 0か所 2か所 2か所 4か所

特定型 1か所 1か所 1か所 1か所

(３）財源の確保状況

【基本型】

国県支出金

その他

一般財源

【特定型】

国県支出金

その他

一般財源

国や県からの補助金4,722,000

0財源内訳

合計 7,083,302

H27決算額 事業費（円）

１．事業概要

H27決算額 事業費（円）

H27

【基本型】
　利用者（子育て親子等）の身近な場所で、教育・保育施設や子育て支援事業等の利用へ
つながるよう、必要な情報収集と提供を行い、相談・助言を行う。また、円滑な利用者支
援の実施のために、子育て支援関係者や関係機関とのネットワーク構築、地域の子育て資
源の育成・開発を行う。

【特定型】
　市役所内に窓口を設置し、主として子育てに関する施設や事業を円滑に利用できるよ
う、子育て支援に関する情報提供を行う。

備考

量の見込み（需要量）

確保方策
（供給量）

市の負担金2,361,302

4,852,000 国や県からの補助金

0

7,289,983

備考

合計

財源内訳

2,437,983 市の負担金

１．利用者支援事業               参考資料：ｐ.７  
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２．所管課の評価と今後の対応

（１）自己評価

＜策定時の方向性＞

①量の確保

評価

基本型

C：計画通り
確保したが、
需要は満たし
ていない

特定型
B：計画通り
確保、需要も
満たしている

②質の向上

評価

基本型
ｂ：おおよそ
向上できた

特定型
ｂ：おおよそ
向上できた

（２）今後の対応

方向性

基本型
Ⅱ：量の確保
を改善し、推
進

特定型
Ⅲ：質の向上
を改善し、推
進

３．評価検討ワーキンググループの評価

評価

　事業開始にあたって、従事職員（子育てコンシェルジュ）の研修を
実施した。また特定型と連携し、情報収集や地域連携のための訪問を
行った。

　子育てに関する情報を集約し、整理を行ったことにより、より細や
かな対応をすることができた。また、子育て関連施設について現地視
察を行うことにより、施設の現況把握に努め、相談業務に生かした。

内容

　まずは未設置の地域において、事業の実施を進める。また、利用者
及び地域団体や関係機関等への事業周知を引き続き行うとともに、平
成28年４月から開設された母子保健型との連携を強化し、子育て世代
包括支援センター機能を充実させていく。

　引き続き、子育てに関する情報を充実させていくと共に、平成28年
度より保健師を配置し、母子保健型・特定型それぞれの専門性を生か
した利用者支援事業を行う。

特定型

基本型

　平成27年10月に子育て総合センター及び関西学院子どもセンターさ
ぽさぽの２か所で開設。しかし、２か所ではすべての地域に対応でき
ず、また計画値である４か所には達していない。

　市役所１階に配置することにより、出生や転入手続きに関する窓口
と連携して、子育てに関する情報提供等を行うことができている。

実施内容・理由

実施内容・理由

【基本型】
　子育て家庭や妊娠している方が集まりやすい身近な場所である地域の子育てひろば(地
域子育て支援拠点事業）を中心に事業展開を進めていく。本計画期間内に、北部に1か
所、南部は子育て総合センターに加え、子育て総合センターより北の地域で１か所、南の
地域で１か所、計4か所での実施をめざす。また、実施にあたっては、情報共有・連絡体
制の強化、マニュアル整備等、事業拡大への基盤整備を進めていく。

【特定型】
　教育・保育に関する相談に応じるとともに、ニーズに合った保育サービスの情報提供を
行うことで、保護者ニーズと保育サービスを結びつけ、それぞれのニーズに適したサービ
スの提供を行う。

意見
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担当課： 保育幼稚園支援課

１．事業概要 保育幼稚園事業課

（１）事業内容

（２）計画値及び実績

（単位：ひと月あたりの利用人数）

H26 H31

実績 実績 計画値 計画値

― ― 2,070人 2,190人

利用人数 1,410人 1,248人 2,070人 2,190人

施設数 59か所 94か所 ― ―

利用定員 2,040人 2,555人 ― ―

― ― 77人 77人

利用人数 65人 91人 77人 77人

施設数 4か所 5か所 ― ―

利用定員 156人 175人 ― ―

― ― 1,993人 2,113人

利用人数 1,345人 1,157人 1,993人 2,113人

施設数 55か所 89か所 ― ―

利用定員 1,884人 2,380人 ― ―

（３）財源の確保状況（公立保育所を除く）

国県支出金

その他

一般財源

確保方策
（供給量）

確保方策
（供給量）

確保方策
（供給量）

量の見込み（需要量）

北部

南部

量の見込み（需要量）

H27決算額 事業費（円） 備考

37,456,150

24,850,000

　保護者の就労形態の多様化や女性のさらなる社会進出に対応するため、保育時間の延長
を必要とする児童に対して保育を行う。

H27

全市

量の見込み（需要量）

国や県からの補助金

市の負担金

0

12,606,150

合計

財源内訳

２．時間外保育事業 （延長保育事業）   参考資料：ｐ.１～６               
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２．所管課の評価と今後の対応

（１）自己評価

＜策定時の方向性＞

①量の確保

②質の向上

（２）今後の対応

３．評価検討ワーキンググループの評価

実施内容・理由

b：おおよそ向上できた
　認定こども園、地域型保育事業においても延長保育事業を実
施することができた。

実施内容・理由

　保育所においては、公立、民間ともに事業を実施し、認定こ
ども園、地域型保育事業においても実施することができた。

評価

A：計画以上に確保で
き、需要に対し余裕があ
る

　新設する園も含め、引き続き、全保育所で実施していく。
　また、認定こども園、地域型保育事業（小規模保育事業等）においても実施すること
で、利用者の選択の幅を広げ、サービスの向上を図る。

評価

方向性 内容

Ⅰ：現状のまま推進
　新規開設する施設に事業を実施させるなど、今後も利用者の
ニーズを把握しながら事業を展開していく。

評価 意見
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担当課： 保育入所課

１．事業概要 学校改革課

（１）事業内容

（２）計画値及び実績

○給食費（主食代を除く）　

　国が定める公定価格に給食費が含まれない１号認定の子供のみが対象

公立

私立

○教材費

公立

私立

公立

私立

※対象であっても申請が無かった場合は、給付されていない

（３）財源の確保状況

国県支出金

その他

一般財源

　市が定める保育料とは別に、教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき給食費（主
食を除く食材料費）及び教材費・行事費について、保護者の世帯所得の状況等を勘案し、
その費用の一部を補助する。

認定こども園

幼稚園

H27実績

0人（対象児童なし）

12人

0人（対象児童なし）

地域型

H27実績

0人（対象児童なし）

12人

0人（対象児童なし）

―

17人

2人

認定こども園

幼稚園

保育所

市の負担金

H27決算額 事業費（円） 備考

国や県からの補助金

145,600

0

283,000

財源内訳

428,600合計

３．実費徴収に係る補足給付を行う事業     参考資料：ｐ.７ 
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２．所管課の評価と今後の対応

（１）自己評価

＜策定時の方向性＞

①質の向上

（２）今後の対応

３．評価検討ワーキンググループの評価

評価 意見

評価 実施内容・理由

b：おおよそ向上できた
　制度を利用することで、給食費や教材費などについて負担を
軽減することができた。

Ⅲ：質の向上を改善し、
推進

　国のさらなる財源確保で、制度の対象範囲が拡大された場合
は、速やかに要綱を改正し、対応していく。

方向性 実施内容・理由

　国の子ども・子育て会議における審議の中で、さらなる財源が確保できた際には、対象
者の範囲を市民税非課税世帯まで拡大することとされていることから、引き続き、国の動
向を注視していく。
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担当課： 保育幼稚園事業課

１．事業概要 保育幼稚園支援課

（１）事業内容

（２）計画値及び実績

【新規参入施設への巡回支援事業】

　※実施体制：保育士、保健師、栄養士

【認定こども園への特別支援教育・保育経費補助事業】

金額：障害児１人当たり　月額6万5,300円

（３）財源の確保状況（新規参入施設への巡回支援事業のみ）

国県支出金

その他

一般財源 市の負担金

財源内訳

7,732,000

8,537,552

0

H27実績

22人

H27実績

延べ巡回件数

実施体制（人数）

【新規参入施設への巡回支援事業】
　新規参入事業者に対し、当該施設等における事業の進捗状況等に応じて、市の支援チー
ムにより、事業開始前における事業運営や事業実施に関する相談・助言、各種手続きに関
する支援等を行う事業などを実施する。

【認定こども園への特別支援教育・保育経費補助事業】
　認定こども園において、私学助成（幼稚園特別支援教育経費）や障害児保育事業の対象
とならない特別な支援が必要な子供を受け入れている場合、その費用の一部を補助する。

2,744件

0人（対象児童なし）

0人（対象児童なし）

備考

対象利用人数

延べ利用人数

国や県からの補助金

合計 16,269,552

H27決算額 事業費（円）

４．多様な主体の参入促進事業          参考資料：ｐ.８ 
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２．所管課の評価と今後の対応

（１）自己評価

＜策定時の方向性＞

①質の向上

【新規参入施設への巡回支援事業】

【認定こども園への特別支援教育・保育経費補助事業】

（２）今後の対応

【新規参入施設への巡回支援事業】

【認定こども園への特別支援教育・保育経費補助事業】

３．評価検討ワーキンググループの評価

【新規参入施設への巡回支援事業】

【認定こども園への特別支援教育・保育経費補助事業】

意見

評価

b：おおよそ向上できた

b：おおよそ向上できた

Ⅰ：現状のまま推進

方向性

Ⅰ：現状のまま推進

評価

評価

　保育士、保健師、栄養士が連携を図りながら相談・指導を行
い、良好な保育環境の構築につなげるよう努めていく。

実施内容・理由

　事業の対象となる子供が存在せず、事業を実施する施設はな
かったが、予算を確保するなど、事業に対応できるようにして
いた。

実施内容・理由

　事業の対象となる児童を受け入れている施設に対して、補助
できるように予算を引き続き確保する。

方向性

意見

評価

実施内容・理由

【新規参入施設への巡回支援事業】
　施設数の増加に合わせて、支援スタッフを増員し対応していく。地域型保育事業への巡
回支援を行うことにより、質の向上に努める。

【認定こども園への特別支援教育・保育経費補助事業】
　認定こども園への特別支援教育・保育経費補助事業については、事業の趣旨を踏まえ、
適切な支援が行えるよう検討していく。

実施内容・理由

　保育士、保健師、栄養士が共に連携を図りながら、巡回訪問
を月１回以上実施し、子供の発達・健康面や安全面などの相
談・指導を行っている。
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担当課： 育成センター課

１．事業概要

（１）事業内容

（２）計画値及び実績

（単位：利用児童数）各年5月1日時点

H26 H27 H27 H31

実績 実績 計画値 計画値

低学年 ― ― 2,873人 3,048人

高学年 ― ― 158人 690人

合計 ― ― 3,031人 3,738人

2,853人 3,033人 2,937人 3,738人

3,040人 3,080人 ― ―

低学年 ― ― 224人 297人

高学年 ― ― 14人 59人

合計 ― ― 238人 356人

208人 213人 226人 356人

240人 240人 ― ―

低学年 ― ― 2,649人 2,751人

高学年 ― ― 144人 631人

合計 ― ― 2,793人 3,382人

2,645人 2,820人 2,711人 3,382人

2,800人 2,840人 ― ―

（３）財源の確保状況

＜施設整備費＞

国県支出金

その他

一般財源

確保方策（供給量）

定員

財源内訳

4,961,000 市の負担金

国や県からの補助金

地方債 他20,077,000

合計 31,977,000

6,939,000

量の見込み
（需要量）

H27決算額 事業費（円） 備考

全市

北部

南部

　保護者が就労等により昼間家庭にいない児童（現在は小学１年生から３年生までの児
童。４年生はモデル実施。障害のある児童は６年生まで）に対し、放課後や長期休業中に
適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る。
　本市では、全小学校区で実施しており、ほとんどの施設が学校の敷地内にある。

量の見込み
（需要量）

量の見込み
（需要量）

確保方策（供給量）

定員

確保方策（供給量）

定員

５．放課後児童健全育成事業（留守家庭児童育成センター） 

                     参考資料：ｐ.９～１０ 
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＜管理運営事業費＞

国県支出金

その他

一般財源

２．所管課の評価と今後の対応

（１）自己評価

＜策定時の方向性＞

①量の確保

②質の向上

（２）今後の対応

３．評価検討ワーキンググループの評価

C：計画通り確保した
が、需要を満たしていな
い

　計画値の受入れ児童合計数を実績においては100名程度上回る
ことができた。しかしながら、高学年児童については４年生を
２施設で夏休みのうち８月の１か月間だけのモデル実施にとど
まったため（13名）。

H27決算額 事業費（円）

404,784,000 市の負担金

備考

合計 894,614,000

財源内訳

227,211,000 国や県からの補助金

262,619,000 留守家庭児童育成センター使用料 他

方向性 内容

d：あまり向上できな
かった

　保育需要の高まりから育成センター利用ニーズも増加傾向
で、定員を超過し弾力運用している施設もある。施設整備の検
討は従前より進めているが、結果的に国基準の実現に繋がらな
かったため。

評価 実施内容・理由

　小学校区ごとの利用ニーズを把握し、定員の弾力化や公共施設の有効活用等を念頭に、
確保方策を検討する。高学年のニーズについては、施設の状況等を勘案し、順次、対象学
年を拡大していくことを検討する。
　さらに、40名定員の実施や静養スペースの確保、児童一人あたりの面積基準の引き上げ
等、国基準の早期実現をめざす。

評価 実施内容・理由

評価 意見

Ⅳ：量の確保、質の向上
共に改善し、推進

　校区ごとに利用ニーズを把握し、優先度の高いところから計
画的に施設整備を推進していき、待機児童を生じさせないよ
う、また対象学年を順次拡大しながら量の見込みを確保する。
また同時に、保育環境の改善にも努め、研修により指導員のス
キルアップも図りながら質の向上をめざす。
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担当課： 子供家庭支援課

１．事業概要

（１）事業内容

（２）計画値及び実績

（単位：年間延べ利用人数）

H26 H31

実績 実績 計画値 計画値

― ― 157人 170人

合計 189人 122人 157人 170人

2歳児未満 30人 29人 ― ―

2歳児以上 149人 93人 ― ―

一時保護 10人 0人 ― ―

9か所 10か所 ― ―

※一時保護は母親の延べ利用人数

（母親と共に一時保護された子供は上段の2歳児未満または2歳児以上に含む）

(３）財源の確保状況

国県支出金

その他

一般財源

H27決算額 事業費（円） 備考

国や県からの補助金

　児童の保護者が、疾病や出産、冠婚葬祭等の社会的な事由や育児不安等によって、家庭
における児童の養育が一時的に困難となった場合等に、児童を市が指定している児童福祉
施設に一定期間入所させ、養育・保護が受けられる事業で、DV被害により緊急一時保護
が必要な母子等の受入れも行っている。

量の見込み（需要量）

指定施設数

H27

確保方策
（供給量）

合計 821,800

財源内訳

492,000

156,000

173,800

子育て支援短期利用負担金

市の負担金

６．子育て短期支援事業（子育て家庭ショートステイ事業） 

                      参考資料：ｐ.１１ 
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２．所管課の評価と今後の対応

（１）自己評価

＜策定時の方向性＞

①量の確保

②質の向上

（２）今後の対応

３．評価検討ワーキンググループの評価

B：計画通り確保し、需
要も満たしている

　指定施設を1箇所増やしたこと、施設と利用日を調整により、
利用者の需要に対応できているため。

評価 実施内容・理由

Ⅱ：量の確保を改善し、
推進

　指定施設の追加によりサービスの供給については一定の目処
がついたが、施設の都合（感染症等）や定員の都合で利用でき
なかったケースもある。それらの数や理由を分析することで、
利用者のニーズを可能な限り受け入れられるように対応を検討
する。

　年間の利用者数は少ないが、育児不安等を抱える家庭への支援、DV被害による緊急一
時保護の側面が強く、事業を継続していく必要がある。
　指定施設数の拡大や、既存の各指定施設との連携強化に努める。

評価 意見

方向性 内容

評価

b：おおよそ向上できた

　事前見学を利用者に提案し、施設の特徴を理解してもらうこ
とで安心して利用してもらうことができた。また、必要に応じ
て担当者が見学に同行することで指定施設との連携もとれたた
め。

実施内容・理由
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担当課： 子供家庭支援課

１．事業概要

（１）事業内容

（２）計画値及び実績

H26 H31

実績 実績 計画値 計画値

量の見込み 対象件数 ― ― 4,055世帯 3,700世帯

実施体制 ― 686人 686人 686人

対象件数 4,480世帯 4,363世帯 4,055世帯 3,700世帯

合計 4,480世帯 4,362世帯 ― ―

面談件数 4,009世帯 4,029世帯 ― ―

把握件数 471世帯 333世帯 ― ―

（３）財源の確保状況

国県支出金

その他

一般財源

2,615,000

0

市の負担金

国や県からの補助金

財源内訳

　地域の民生委員・児童委員や主任児童委員が、生後2か月頃の乳児がいる全ての家庭を
訪問し、育児の悩み等を伺いながら、行政が実施する子育て支援情報や地域の子育て支援
サービスに関する資料及び情報の提供を行っている。乳児家庭が、地域の民生委員・児童
委員や主任児童委員とつながることで、子育ての孤立を防ぐとともに、地域の中で子供が
健やかに育成できる環境を作ることを目的としている。
　また、留守等で状況確認ができなかった家庭に対しては、母子保健担当課に情報提供
し、４か月児健診で状況確認ができるよう連携を図っている。
　さらに、健診未受診の家庭へは、担当課職員が再訪問する等把握に努めている。

H27

確保方策

実施件数

H27決算額 事業費（円） 備考

合計 3,834,439

※面談件数：健やか赤ちゃん訪問事業により民生委員・児童委員が
　訪問し、面談を行った件数

※把握件数：健やか赤ちゃん訪問時に留守等により状況確認できな
　かった世帯に対し、母子保健の健診時にフォローを行ったり、母
　子保健でも状況確認できなかった場合は、再度個別訪問を実施し
　て把握した件数。

1,219,439

７．乳児家庭全戸訪問事業（健やか赤ちゃん訪問事業） 

                       参考資料：ｐ.１１ 
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２．所管課の評価と今後の対応

（１）自己評価

＜策定時の方向性＞

①量の確保

②質の向上

（２）今後の対応

３．評価検討ワーキンググループの評価

評価 実施内容・理由

Ⅲ：質の向上を改善し、
推進

　平成27年度に策定した要綱及び要領を基に、「民生委員・児
童委員、主任児童委員のための健やか赤ちゃん訪問事業の手引
き」を改訂し、Q＆A等を充実させることで、事業手法の統一化
と底上げを図る。また平成28年12月の改選後も、安定した事業
運営を実施する。

b：おおよそ向上できた

　これまでの事業運営や事業の課題について、事業の担い手と
なる民生委員・児童委員や主任児童委員と協議し、健やか赤
ちゃん訪問事業実施要綱及び事務取扱要領を策定したことによ
り、事業手法の統一化と底上げを行った。

B：計画通り確保し、需
要も満たしている

　対象者数となったすべての家庭を訪問し、地域の子育て情報
を提供できているため。

評価 実施内容・理由

方向性 内容

評価 意見

　家族以外に相談できる体制を整えることで、育児の負担感や育児不安に悩む家庭に対す
る支援の充実を図るとともに、児童への虐待予防にも努める。
　対応困難事例については、事例ごとに原因を整理、検討し、必要な対策を講じる。また
医療機関との連携確保に努める。
　このほか、事業の担い手となる民生委員・児童委員や主任児童委員と課題を共有し、研
修の実施等により質の向上にも努める。
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担当課： 子供家庭支援課

１．事業概要

（１）事業内容

（２）計画値及び実績

【養育支援訪問事業】

H26 H31

実績 実績 計画値 計画値

利用世帯数 ― ― 54世帯 54世帯

利用回数 ― ― 延べ747回 延べ747回

実施体制 244人 232人 248人 248人

利用世帯数 48世帯 46世帯 ― ―

利用回数 延べ592回 延べ763回 ― ―

【要保護児童対策協議会】

H26 H31

実績 実績 計画値 計画値

104回 77回 ― ―

（３）財源の確保状況（養育支援訪問事業のみ）

国県支出金

その他

一般財源

※ケース会議はこれまで別々に行っていた会議を集約するなどし、多くの関係者が情報共有でき
る仕組みに変更したことで、会議の開催回数は減った。

―

―
17,915回
(9,656回)

ケース会議開催回数

2,571,082

利用者負担金

H27決算額 事業費（円） 備考

合計

【養育支援訪問事業】
　児童の適切な養育が困難で、特別な支援が必要な家庭に対して、ヘルパーによる家事・
育児の援助及び保育士等による養育に関する指導・助言を家庭訪問により実施する。
　また、子供の養育、子供の人格の発達等に係る様々な相談に対して、一定の資格を有し
た相談員が家庭児童相談業務として問題解決のためのアドバイスや指導を行っている。

【西宮市要保護児童対策協議会】通称「みやっこ安心ネット」
　児童虐待等で、適切な保護措置が必要な要保護児童に対しては、問題が深刻化する前の
早期対応・きめ細やかな支援が重要であることから、各機関が連携を図り、虐待を受けた
子供をはじめとする要保護児童等に関する情報の共有や支援を行う。協議の場を設け、児
童虐待等の対応とその予防に取り組む。

H27

量の見込み
（需要量）

確保状況
（供給量）

H27

相談件数
（うち、虐待）

―

1,667件
（826件）

―

19,460回
(10,149回)

相談回数
（うち、虐待）

1,741件
（832件）

640,432

財源内訳 484,650

1,446,000 国や県からの補助金

市の負担金

８．養育支援訪問事業（育児支援家庭訪問事業）及び要保護児童対策地域協議会  

 その他の者による要保護児童等に対する支援に資する事業 参考資料：ｐ.１１～１２ 
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２．所管課の評価と今後の対応

（１）自己評価

＜策定時の方向性＞

①量の確保

②質の向上

（２）今後の対応

３．評価検討ワーキンググループの評価

要保護児童
対策協議会

養育支援
訪問事業

評価

E：計画を
達成してお
らず、需要
も満たして
いない

養育支援
訪問事業

実施内容・理由

【養育支援訪問事業】
　ヘルパー派遣による家事支援や、保育士等による専門的支援の実施により、養育者の自
立と児童の養育環境の安定を図る。

【要保護児童対策協議会】
　虐待防止・予防、早期発見のため、関係機関との連携強化を図っていくとともに児童虐
待への専門性の向上に取り組んでいく。
　また、児童虐待等対応専門アドバイザーからの助言・指導の機会を設けることで、西宮
市要保護児童対策協議会の専門性を高める。
　さらに居住実態が把握できない児童等の把握・支援について、庁内の連携を強化すると
ともに、関係機関と協議し、西宮市要保護児童対策協議会の中で具体的な対応方法等を検
討していく。

評価

　実務担当者会議の出席機関を増やし、また、実務担当者会議全
体会に先立ち地区ごとに分科会を開催したことで、連携を強化し
た。実務担当者会議全体会と個別事例検討会（年４回ずつ開催）
において、有識者を招き専門的見地から指導・教示を受けたこと
で専門性を高めたため。

　延べ利用回数は計画値を達成したが、利用世帯数については計
画値を下回る結果となったことに加え、委託先である西宮市社会
福祉事業団が雇用するヘルパー数に地域差があることから需要を
すべて満たしているとはいえないため。

実施内容・理由

　対象者に対して適切な支援を行うことで、養育者の自立及び児
童の養育環境の安定を図れたため。

b：おおよ
そ向上でき
た

b：おおよ
そ向上でき
た

内容

　市民の需要に対応できるよう、委託先事業者の増加に向けて対
応を検討する。

評価 意見

Ⅱ：量の確保を改善し、
推進

方向性

養育支援
訪問事業

要保護児童
対策協議会

26



担当課： 子育て総合センター

１．事業概要 保育幼稚園支援課

（１）事業内容

（２）計画値及び実績 （ひと月あたりの延べ利用者数（子供）・箇所数）　

H26 H31

実績 実績 計画値 計画値

量の見込み 利用人数 ― ― 14,217人 19,401人

実施箇所数 15か所 17か所 18か所 20か所

利用人数 7,132人 7,521人 ― ―

受入可能人数 12,920人 13,640人 ― ―

量の見込み 利用人数 ― ― 2,033人 2,165人

実施箇所数 2か所 2か所 2か所 2か所

利用人数 564人 524人 ― ―

受入可能人数 2,000人 2,000人 ― ―

量の見込み 利用人数 ― ― 12,184人 17,236人

実施箇所数 13か所 15か所 16か所 18か所

利用人数 6,568人 6,997人 ― ―

受入可能人数 10,920人 11,640人 ― ―

（３）財源の確保状況

国県支出金

その他

一般財源

北部

事業費（円） 備考

国や県からの補助金

確保方策

　子育て家庭（特に0～2歳児の子供や保護者）が気軽にいつでも自由に集い、子育て仲
間と交流し、子育てに関する相談や情報提供等の支援が受けられる常設の場として、週3
日以上、1日5時間以上開設している。

H27

確保方策

財源内訳

66,794,000

0

35,662,227

合計 102,456,227

市の負担金

全市

南部

H27決算額

確保方策

９．地域子育て支援拠点事業（子育てひろば）   参考資料：ｐ.１３ 
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２．所管課の評価と今後の対応

（１）自己評価

＜策定時の方向性＞

①量の確保

②質の向上

（２）今後の対応

３．評価検討ワーキンググループの評価

評価 実施内容・理由

評価 実施内容・理由

C：計画通り確保した
が、需要を満たしていな
い

　箇所数について、１か所、平成27年度中に開設できなかった
が、平成28年４月には開設している。ただし、新設施設につい
て２か所が週３日の開設になっているため、需要を十分に満た
しているとは言い難い。

b：おおよそ向上できた
　連絡協議会での事業スタッフの資質向上や人材育成のための
研修の開催や、兵庫県の子育て支援員研修への参加など、職員
の専門性を高めた。

　地域の子育て全般に関する専門的な支援を行う中核の施設として、市内20か所の設置
を目標に拡充する。
　また質の向上を図るため、西宮市地域子育て支援拠点事業連絡協議会を設置し、地域と
の連携や運営方法等の具体例の情報交換や情報共有等のほか、職員の専門性を高めるため
の研修を行う。
　さらに子育てひろばでは、子供の発達や家庭環境等特別な支援が必要な家庭に対し、
ニーズに合った支援が行える体制作りを進める。
　子育てひろば以外のさまざまな子育て支援事業者に対し、子育て総合センターと子育て
ひろばが中核となり、情報、課題の共有等、連携・支援を充実していく。
　また子育てサークル等に対し、サークルの立ち上げ支援や日々の活動に役立つ研修・交
流会の実施をさらに充実させ、新たに活動場所の会場使用料の一部助成等を検討してい
く。

評価 意見

方向性 内容

Ⅳ：量の確保、質の向上
共に改善し、推進

　引き続き、事業の空白地域への設置をめざす。また、新設の
子育てひろばに対して、基本研修を実施する必要がある。
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担当課： 保育幼稚園支援課

１．事業概要

（１）事業内容

（２）計画値及び実績

○保育所等の一時預かり事業 （単位：年間延べ利用人数）

H26 H31

実績 実績 計画値 計画値

― ― 32,637人 43,703人

利用人数 14,427人 16,275人 32,637人 43,703人

受入可能人数 29,870人 42,788人 ― ―

― ― 1,795人 3,171人

利用人数 162人 404人 1,795人 3,171人

受入可能人数 1,450人 1,210人 ― ―

― ― 30,843人 40,532人

利用人数 14,265人 15,871人 30,843人 40,532人

受入可能人数 28,420人 41,578人 ― ―

○幼稚園における預かり保育事業

H26 H31

推計 推計 計画値 計画値

204,406人 197,441人 367,738人 345,628人

204,406人 197,441人 367,738人 345,628人

（３）財源の確保状況（保育所等の一時預かり事業のみ）

国県支出金

その他

一般財源

　保護者の出産、入院、冠婚葬祭、一時的な就労やリフレッシュ等理由は問わず、認定こ
ども園、幼稚園、保育所等で児童を一時的に預かる事業で以下に分類される。
　①保育所等の一時預かり
　　・一般型：保育所や地域の利便性の高い場所で実施。
　　・余裕活用型：保育所や地域型保育事業で定員の空き枠を活用して実施。
　②幼稚園における預かり保育
　　・幼稚園型：幼稚園などで主に在園児を対象に実施。

全市

南部

量の見込み（需要量）

量の見込み（需要量）

量の見込み（需要量）

H27

H27決算額 事業費（円） 備考

合計 46,272,000

31,200,000

15,072,000

0財源内訳

国や県からの補助金

市の負担金

H27

確保方策（供給量）

確保方策
（供給量）

確保方策
（供給量）

確保方策
（供給量）

北部

量の見込み（需要量）

１０．一時預かり事業           参考資料：ｐ.１３～１４ 
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２．所管課の評価と今後の対応

（１）自己評価

＜策定時の方向性＞

①量の確保

②質の向上

（２）今後の対応

３．評価検討ワーキンググループの評価

　保育所等の一時預かり事業については、今後、一時預かり事業実施施設がない地域に保
育所の新設整備に併せて整備するとともに、駅前等に子育てひろばを整備する際に一時預
かり事業を併設する等、これまでの保育所併設型と異なる新たな形態での実施も検討して
いく。
　さらに新制度における一時預かり事業では、保育所や地域型保育事業等において、利用
児童数が定員に達していない場合に、定員まで一時預かり事業として受け入れることがで
きる「余裕活用型」が創設されたことから、定員の空き枠を活用した一時預かり事業を検
討していく。
　私立幼稚園の預かり保育について、就労等により保育を必要とする子供が認定こども園
に移行しない幼稚園を活用する場合でも利用しやすいよう、利用実態を踏まえ、預かり時
間の延長や夏休み等の長期休園期間に対応する園の拡大を検討していく。
　また施設整備による量的な拡充のほか、育児不安等による児童の虐待等を防止する観点
も含め、保護者が精神的にリフレッシュできる場としての機能や、特別な支援が必要な家
庭への子供の居場所の確保、障害のある子供を抱える保護者がひと息つける場としての機
能等、サービス内容を充実させることにより質の向上を図る。

評価 実施内容・理由

b：おおよそ向上できた
　保育所で行う一般型に加え、私立幼稚園が行う預かり保育に
より、様々な需要に応えることができた。

評価 実施内容・理由

B：計画通り確保し、需
要も満たしている

　保育所においては一般型の実施施設を１園増やすことができ
た（合計17園）。また、私立幼稚園では全園で預かり保育を実
施している。

内容

Ⅲ：質の向上を改善し、
推進

　一般型については利用者のニーズを把握しながら、増設を検
討していく。また、施設の空所状況もみながら、余裕活用型の
実施についても検討していく。

方向性

評価 意見
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担当課： 保育幼稚園支援課

１．事業概要

（１）事業内容

（２）計画値及び実績

（単位：延べ利用人数）

H26 H31

実績 実績 計画値 計画値

― ― 871人 1,102人

合計 772人 814人 871人 1,102人

病児 608人 739人 ― ―

病後児 164人 75人 ― ―

病児 446人 482人 ― ―

病後児 419人 371人 ― ―

病児 34.7% 41.7% ― ―

病後児 28.1% 30.1% ― ―

※病後児保育事業については、平成27年８月に廃止。

（３）財源の確保状況

国県支出金

その他

一般財源

確保方策
（供給量）

　病気やけが等で、集団での保育が困難な小学６年生までの児童を家庭で保育できない保
護者に代わって、病院に付設された専用スペースにおいて一時的に保育する。

量の見込み（需要量）

H27

合計 15,715,000

財源内訳

13,123,000

1,622,000

970,000

登録人数

備考

稼働率

H27決算額 事業費（円）

国や県からの補助金

病児・病後児保育事業利用者負担金

市の負担金

１１．病児保育事業（病児・病後児保育事業）   参考資料：ｐ.１４ 
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２．所管課の評価と今後の対応

（１）自己評価

＜策定時の方向性＞

①量の確保

②質の向上

（２）今後の対応

３．評価検討ワーキンググループの評価

評価

実施内容・理由

　施設の立地に地域偏在があるため、その対策として訪問型病児・
病後児保育利用料の助成制度の検討を進めた。（平成28年４月から
実施）

意見

方向性 内容

Ⅳ：量の確保、質の向上
共に改善し、推進

　地域偏在を解消するように新規の開設を検討していく。併せ
て訪問型病児・病後児保育利用料助成制度の利用が進むよう広
報等に努めていく。

実施内容・理由評価

　施設の立地条件や定員等により、利用したい時に利用できないといったことが生じない
よう訪問型の病児保育の導入や、隣接する他市の病児・病後児施設を相互に活用できる仕
組みづくり等の検討を進める。

評価

b：おおよそ向上できた

　病児施設の利用者は増え、稼働率は上がっているが、病後児
保育施設が平成27年８月で閉園となった。平成28年度から新た
に病児保育施設の開設に向けて調整を進めた。（平成28年10月
に開設）

E：計画を達成しておら
ず、需要も満たしていな
い
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担当課： 子育て総合センター

１．事業概要

（１）事業内容

（２）計画値及び実績

（単位：延べ利用人数）

H26 H31

実績 実績 計画値 計画値

就学前 ― ― 10,242人 10,650人

就学児 ― ― 2,677人 2,677人

合計 ― ― 12,919人 13,327人

就学前 9,850人 8,715人 10,242人 10,650人

就学児 3,234人 4,114人 2,677人 2,677人

合計 13,084人 12,829人 12,919人 13,327人

（３）財源の確保状況

国県支出金

その他収入

一般財源

財源内訳

9,392,000

0

依頼会員
（両方会員含む）

提供会員
（両方会員含む）

929人 937人 ― ―

2,953人 2,963人 ― ―

量の見込み
（需要量）

確保方策
（供給量）

H27

　地域の中で子供を預け、預かりあい、地域ぐるみの子育て支援をめざす事業。
「子育ての手助けをしてほしい人　（依頼会員）」と「子育ての手助けをしたい人（提供
会員）」が会員となって、依頼・提供・両方会員のいずれかに登録し、保育所や幼稚園の
送り迎えや学校の放課後の預かり等、お互いが助け合いながら、地域の中で育児の援助活
動を行う。市は、相互援助活動に関する連絡、調整を行う。

H27決算額 事業費（円） 備考

4,698,554 市の負担金

国や県からの補助金

合計 14,090,554

１２．子育て援助活動支援事業 

  （にしのみやしファミリー・サポート・センター事業）参考資料：ｐ.１４ 
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２．所管課の評価と今後の対応

（１）自己評価

＜策定時の方向性＞

①量の確保

②質の向上

（２）今後の対応

３．評価検討ワーキンググループの評価

D：計画は達成していな
いが、需要は満たしてい
る

　就学前の件数は、幼稚園・保育所の開所時間が拡大したこと
により、一時的に減少傾向にあるが、就学児の件数は増加して
いるため、全体の件数は横ばい状態である。

方向性 内容

評価 実施内容・理由

b：おおよそ向上できた
　養成講座の内容は国の基準を満たしており、かつ、その後の
フォロー研修も行っている。提供会員からヒヤリハットを集約
し発信することで安全管理の意識をたかめている。

評価 意見

Ⅱ:量の確保を改善し、
推進

　広報等により増加を図る。提供会員の数を５つの地区別に分
析することで、今後の対応を考えていく。又、実働会員を増や
していける取り組みを進める。

評価 実施内容・理由

　提供会員数を増員・確保するため、養成講座を受講しやすいように開催時期や時間、募
集方法についてより一層見直しを進める。
　併せて、講座の内容について、必要に応じた見直しを行う。
　このほか、多様な預かりが増えていることから、預かり時に必要な知識や注意点、最新
の情報を提供し、預かりの際の課題等に応じた研修を充実させることで、提供会員の質の
向上に努める。
　特に障害のある子供や特別な支援が必要な家庭への対応について、養成講座やフォロー
研修等の開催により、専門家の指導・助言を得る機会を増やす。
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担当課： 地域保健課

１．事業概要

（１）事業内容

（２）計画値及び実績

H26 H31

実績 実績 計画値 計画値

申請者数 ― ― 5,076人 4,625人

実利用人数 ― ― 7,037人 6,411人

健診回数 ― ― 55,836回 50,875回

申請者数 5,056人 5,116人 ― ―

実利用人数 6,850人 7,045人 ― ―

健診回数 57,629回 55,163回 ― ―

※申請者数：当該年度に助成券の交付を申請した人数

※実利用人数：当該年度に助成券を使用した人数

（３）財源の確保状況

国県支出金

その他

一般財源

量の見込み
（需要量）

　妊婦の健康管理の充実及び経済的不安の軽減を図り、安心して妊娠・出産ができるよう
に全世帯に対して妊婦健診費用の一部を助成する事業。
　本市では、平成18年7月から、妊娠22週以降に医療機関で受けた妊婦健康診査につい
て助成する事業を開始し、妊娠1回につき14回助成している。

H27

確保方策
（供給量）

合計 339,733,000

財源内訳

0

107,000

339,626,000

H27決算額 事業費（円） 備考

妊婦健診封筒広告料

市の負担金

１３．妊婦に対して健康診査を実施する事業 

   （妊婦健康診査費用助成事業）       参考資料：ｐ.１４ 
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２．所管課の評価と今後の対応

（１）自己評価

＜策定時の方向性＞

①量の確保

②質の向上

（２）今後の対応

３．評価検討ワーキンググループの評価

評価 実施内容・理由

B：計画通り確保し、需
要も満たしている

　母子健康手帳交付時、および転入時の妊婦健診費用助成申請
者全てに14回（一部転入者は９回）を上限に受診費用の助成を
行っている。

　妊婦健康診査に係る費用の一部を助成することで、安心して継続的に妊婦健診に通うこ
とができるよう支援していく。また助成額についても見直しを検討していく。

b：おおよそ向上できた

　平成26年度までは14回の助成額上限が72,290円であったが、
助成額の見直しを行い、平成27年度より上限額82,000円とし
た。
　しかしながら県平均91,359円(H28年度）、全国平均99,927円
（H27年度）に比べると助成額は低い状況にある。

評価 実施内容・理由

方向性 内容

評価 意見

Ⅰ：現状のまま推進
　妊婦健康診査費用助成に特化せず、妊娠期から産後の育児に
至るまで安心して子育てできるよう、産前産後のサービス全体
の見直しを図る。
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